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0 本脇尉勝 ( 北九州市企画政策室 ) , 永田晃 也 ( 九州大経済学 ) 

]  はじめに はじめとするクラスター 研矧 1] や 、 イノベーション 促進 

近年、 我が国における 科学技術振興、 産業の国際競争 における国 ( 中央政府 ) の役割や政策の 重要性に着目し 

力の強化、 そして、 経済の持続的成長における「 イ / ベ た研究業績が 多数存在する。 しかし、 ネットワーク 論の 

一 ション」の重要性への 舌祷我 が高まる中、 地域において、 立場からシリコンバレ 一の成功要因を 論じたサクセニア 

企業、 大学及び地方政府の 連携によってイノベーション ン の 研矧 2] などを除けば、 地域イノベーションにおいて 

力斗吉光に進むシステム、 すなわち「地域イノベーション・ は地方政府が 大きな役割を 果たすにもかかわらず、 その 

、 ンステム」をいかに 構築していくかということが 非常に 役割について 正面から取り 組んだ研究は 少ない。 

重要な課題となっている。 (2) 地域 M0 丁人材に典する 研究 

本稿では、 地域イノベーション 促進に果たす 公的支援 MOTf については昨今盛んに 論じられているが、 現在 

機関 ( 地方政府や公益法人 ) の役割に着目し、 その重要 の議論は、 企業の技術マネジメントの 視点からのものが 

性を明らかにするとともに、 「地域 MOT 人材」のうち、 主流であ り、 「地域の」 MOTT 人材といった 視点から論じ 

公的支援機関の 専門的人材の 果たす役割を 明らかにする ているものは 少ない。 樹こ 、 「分目 り 支援機関の人材」の 役 

ことで、 大都市政府における 今後の専門的人材育成プロ 割といった観点からの 分析は、 まだほとんど 存在しない。 

グラム構築への 示唆を得ることを 目的とする。 対象とな 以上のことから、 地域イノベーションに 果たす公的支 

る地方政府は、 大規模な組織力や 財政力等の豊富な りソ 援機関やその 専門的人材の 役割について 研究することに 

一スを保有し、 単独で大規模プロジェクトを 展開できる は大きな意義があ ると言える。 

ポテンシャルを 持っ政令指定都市であ る。 

ここで、 本稿における 2 つのキーコンセプトについて 3  分析のフレームワーク 

定義する。 1 つは「地域イノベーション」で、 これは「 地 Ⅲ リサーチ・クエスチョン 

理 的に近接する 3 つの主体 ( 企業、 大学、 地方政府 ) の 本稿におけるリサーチ・クエスチョンは 以下のとおり 

保有する知識が、 相互作用を及ぼし 合いながら様々な 形 であ る。 

で 結合することによって、 これまでになかった [ 新しい ①地域イノベーション 成功の促進要因とは 何か。 

知識 山 として結実すること」を 表す。 もう 1 つは「地域 ②その成功において 公的支援機関の 果たした役割とは 

MOT 人材」で、 地域イノベーションに 関与する人材の 何か。 

ことを言う。 本稿では、 「地方政府の 政策」に関わる 局面 ③その中で、 特に公的支援機関の 人材が果たした 役割 

における MOT 人材の重要性に 注目しているため、 ここ とは何か。 

では、 地方政府の政策スタッフや 公的支援機関の 専門的 ④その人材は、 どのような専門性を 身につけているか。 

人材であ る産学宮コーディネーターといった 人材を指す。 ⑤その人材には、 そもそもどのような 専門性が必要と 

されているか。 

2  先行研究 ⑥地域イノベーションの 促進に必要な 人材を育成して 

分析に先立ち、 「地域イノベーション」及び「地域 MOT いくためには、 地方政府にどのような 育成プロバラム 

ソ 、 材 」に関する先行研究を 簡単に整理する。 が 必要か。 

Ⅲ地域イノベーションに 必する研究 以上の 6 つのリサーチ・クエスチョンは 、 後で説明す 

地域イノベーションについては、 これまでポーターを る ヒアリンバ調査の 際の中心的質問事項となる。 
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で、 公的支援機関のうち、 5 名が市職員または 市から 

F Ⅲ S (f 浴述 ) への派遣職員で、 2 名が民間技術者出身で 

あ る。 以上の対象者 9 名の選定については、 学研都市の 

関係者数名に、 それぞれがキーパーソンと 考える候補者 

を数名あ げてもらい、 複数の関係者から 名前があ がった 

者を選んだ n 下表 ) 。 

州 新大学構想」、 学研都市をシステム LSI の設計研究拠 

点とするための 企業誘致方針を 示した「エレクトロニク 

ス産業拠点構想」の 3 つがあ る。 

このようなビジョンにしたがって 大学等の集積を 進 

めた結果、 2001 年のオープン 以来 4 年あ まりが経過し 

た現在、 多くの成果が 生まれっ っ あ る。 まず、 キャン パ 

分析に際しては、 人間の行動が 自己のキャリアのバ ツ 

クグラウンドに 規定されることに 着目し、 公的支援機関 

の 専門的人材の 活動の実態とこれまでのキャリアを 詳細 

に 調査し、 過去のキャリア ヵ汀 現在の活動にどのような 影 

響を与えているかについて 特に 佳 点を当てた。 

ス への大学等の 進出状況としては、 九州工業大学大学院 

生命体工学研究科、 北九州市立大学国際環境工学部、 早 

稲田大学大学院情報生産システム 研究科など 4 つの大 

学・大学院が、 また、 研究機関としては、 早稲田大学理 

工学総合研究センタ 一九州研究所など 9 機関が、 さらに、 

民間企業も、 システム LSI 分野を中心に 32 社の進出を 

見ている (2005 年 8 月現在 ) 。 

一方、 学研都市の最も 重要な目的であ る「産学連携」 

も 活発に行われている。 共同研究の推移を 見ると、 件数 

では 2001 年の 93 件から 2004 年の 302 件へ 3 倍の増加、 

外部資金の獲得金額では、 同じく約 4 億円から 約 17 億 

円へ 4 倍以上増加している。 
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た 面接重視の「行政Ⅱ」 (10 名程度募集 ) や「 21 世紀 枠 」 

(IT 分野など若干 名 ) 以外、 ほとんど行われていない。 

また、 人事異動については、 基本的には「 3 年ルール」 

で異動を重ねることで、 ジェネラリストを 養成すること 

を 基本としながら、 年齢の上昇とともに 過去の経験を 加 

味した異動が 行われている。 近年、 専門性へのニーズに 

対応するために、 あ る程度の専門白 9 人材の育成を 目指し 

た 取り組みも進められているが、 まだ、 計画的な人事異 

動が行われていると 言える段階にはない。 

次に、 研修については、 0 。 几を基本としながら、 派遣 

研修によって、 やる気のあ る職員を経済産業省などの 中 

央 省庁 や 、 三菱総合研究所などの 民間企業、 あ るいは九 

州大学ビジネススクールなどの 大学院に派遣して、 高度 

な専門的知識・ノウハウの 獲得や人的ネットワークづく 

りを行わせている。 しかし人事異動と 同様、 6 州彦が必 

ずしも計画 由 りに行われているとは 言えない。 

(2) ヒアリンク 柑査 結果の分析 

以上の前提を 念頭に置きながら、 ヒア l 」ンバ調査結果 

の 分析を進める。 以下、 ポイントについて 説明する。 

の 公的支援 捷曲 のまⅡ的人材の 役割及び必要とされ 

る能力，スキル 

ヒアリンバにおいて、 特に印象的だったのは、 産学連 

携に関する業務経験が 皆無の行政からの 派遣職員が 、 

F Ⅲ S 産学連携部長という コ一ヂィ ネータ一の職責を 十 

分に果たしていた 点であ る。 これに関連して、 彼の上司 

であ る民間技術者出身の 産学連携センター 長は、 技術の 

理解 力 には、 個々の要素技術を 理解する力に 加え、 技術 

の 発展の展望を 見抜く 力 の 2 種類があ って、 後者の方が 

より重要であ ると f 旨摘 していた。 さらに同氏は、 コーデ 

ィネータ一に 必要なのは、 専門的な知識・ 経験よりも、 

人の意見を引き 出し、 話を聞き取る 能力であ るとも語っ 

ていた。 これは、 コミュニケーション 能力とも言えよう。 

ここで、 とき研都市に 関わる人材のうち、 市役所や F Ⅲ S 

の行政派遣職員やコーディネーターたちの 過去のキャリ 

アを詳細に調査し、 現在の彼らの 活躍と過去のキャリア 

との関係について 分析した。 対象となる 4 名のキャリア 

は 以下のとおりであ るが、 それぞれが異なる 人事異動の 

特徴を持っていることが 読み取れる。 
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究 者が一定のエリアに 集まっており、 大学と企業の 交流 

が極めて容易であ ること」を多くの 対象者があ げた。 ま 

た、 大学や企業の 誘致のターゲットを 絞った結果、 「シス 

テム LSI 分野の研究者の 集積が西日本でも 随一となった 

こと」を大きな 強みとしてあ げる回答者も 多かった。 

②北九州市役所の 役割 
次に、 公的支援機関の 一つ、 北九州市役所の 役割とし 

ては、 「明確なビジョンの 提示」が重要と、 ほぼ全回答者 

課 (l 年 ) づ (W  」 ヒ ノリ 肘市 観光協会振興一課長 (2 年 )       ㏄ 年 ㍉ づ   
部 " 幹 "'"  ' 。 "' 

■ 2  FA は キャン / 錨 センタ   ヤ リア 
小倉病院事務局 (4 年 ) づ 病院用，総務課 (3 年 ) づ 経済局全集立地球分 集 
立卸俺 (2.5 年 ) づ 経済局全集 立 粗金 技立 株主 杢 ㎝ 5 年 ) づ 総務局 
人事部人事課主査 (l.5 年 ) づ 総務同人事部人事課 " 制度係長 (3.5 年 ) づ 

総務局 ノ 、 事 邦人事課人事係長㏄ 年 ) づ全 百     
WtttSk@ (1@ @   ・， FAIS@ttffi@B8Rft@ (4@@)     卸   W     。 '   

""" 麒 。 " 。 " 棚 " 。 。 " 
人事局悦生訣 C3 年 ) づ人事委員会事務局給 ワ課 (6 年。 う ち l 午は人 f 
ド瑠倫字局へ 七 % 劃 ) づ門司区で 如斤 納税課主査㏄ 年 ) づ 経済局事業部管理 

が 語った。 「トップが旗を 振って」ビジョンを 示すことで、 

「安心して組めるパートナⅠとして 地方政府が見られ 

るようになることも 重要という意見もあ った。 

③ FA @ S の役割 

さらに、 公的支援機関のもう 一つの重要な 柱・ FMS 

課 管理係長㏄ 年 ) づ 人事委員会事務局調香謀主沓付 午 ) づ 総務市民 同 
総務部総務課議会係長㏄ 午 ) づ FA@S 産学 速 部長 (5 年日 ) 

■ 4  FArS S ㏄柱材センター 技計 研究部長の主なキャリア 

経済局中小企 穏棚 (6 年・ ) づ軽済 府中小企畑中小企 皓俺 (2 5 年 ) 
づ 経済 局珪穏一 ㏄ 年 ) づ門司区役所会計謀会計係長 1.5 年 ) 
づ 若松区 7% 斤 総務課選挙統計係長㏄． 5 年 ) づ 経済用 一 珪 
抹 主 Ⅰ (4 年 ) づ Ⅱ ほ 5 ㏄推計センタセ 長 (2 年 0 つ Ⅱ ほ 5 ㏄柱 
材 セ " 。 " 棚 3RR (2 。 ) @ (*fT 。 gw @<@7-"-   。 )v"   " 

ほ ついては、 職員やコーディネーターが 産学の橋渡し 役 

として、 大学研究者や 企業を積極的に 訪問して様々な 相 

談に乗り・双例のない 困難な要望にもできるだけ 応える 

ことで、 研究者や企業との 強い信頼関係が 築かれている。 

また、 現場ニーズを 踏まえた市役所への 情報提供や政策 

提言なども重要な 役割ととらえられている。 

クノロジーズ 経営サポート 室長 ( 現職、 l 年式 
Ⅹ 大字 ゴ、 ンック 体は地域イノベーションと 関連があ るポスト 

以上をモデル 化すると、 次のとおりとなる。 

■ ]  ジェネ、 ラリストであ りながら専門的が 高い分野も 

持っ「 T 型人材育成型 異劫 モデ ノ Ⅱ 

■ 2 2 つの専門分野を 持つ「複線コース     モデ 
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ル 」 

■ 3  内部管理部門中心の「内部管理中心型天功モデル」 

■ 4  1 つの専門分野を 中心に異動を 繰り返す「スペシャ 

。 " 。 抹成 """ 。 "' 。 ' 

この中で特に 注目すべきは、 先述した E Ⅲ S 産学連携 

部長であ る。 そのキャリアを 見ると、 過去の経験はほぼ 

内部管理業務のみであ るが、 それらが主として「対人折 

衝業務」であ ったことが注目に 値する。 これは、 産学 連 

携 センター長が、 コーディネータ 一にはコミュニケーシ 

ョン能力が重要と 語ったことと 見事に符合している。 

5  結び 

調査の分析の 結果、 次のような結論に 至った。 

Ⅲ 学 研都市において 地域イノベーションが 進んだ主 

要な要因 

これは、 「選択と集中」を 基本とした「明確なビジョ 

ン」を掲げ、 「地理的に近接」した 地域に「複数の 大学や 

企業等が集積」させ、 それらが「自然と 協同・競争する 

仕組みを構築」したことにあ る。 また、 「ビジョンの 具体 

化」が 、 「バイタリティあ る行政人材」によって 、 「スピ 

ーディ」かつ「双例にとらわれない 柔軟な対応」で 進め 

られたことも 大きい。 さらに、 産学コーディネーターと 

しての F Ⅲ S の存在も大変重要であ る。 

(2) 地域イノベーションの 促進における 公的支援機目 

の 果たす役割 

地域イノベーションには、 企業、 大学、 地方政府 ( 公 

的支援機関 ) という 3 主体間の効果的インタラクション 

が不可欠であ るが、 その際、 地方政府及びその 人材が果 

たす役割の重要性は、 地方政府が当該地域における 最大 

の利害関係者であ ることの必然的帰結として、 企業や大 

学と比較して 相当に大きい。 そして、 その役割としては、 

明確なビジョンの 設定とその確実な 実行が最も重要であ 

り 、 ビジョン設定には「選択と 集中」が不可欠であ る。 

㈹ 「地域 MO 下人材」の専門性及び 必要とされる 能 

力・スキル 

地域イノベーションの 促進に当たって 地域 MOT 人材 

に 必要な能力やスキルは、 要素技術に関する 高度な知 

識・経験に加えて、 人の話をよく 聞き意見を引き 出す能 

力や、 判断力、 調整 力 、 あ るいは技術の 展望 カ といった 

ものであ り、 それらは行政人材でも 十分備えることが 可 

能 なものであ る。 

㈹公的支援 技 曲の地域 M0 丁人材の育成 

地域 MOTT 人材のリクルートについては、 結局、 地方 

政府がその都市の 将来像をどのように 描いているかにか 

かっている。 当該地域が、 科学技術振興やイノベーショ 

ンを通じて活性化を 図ろうとするならば、 その分野のス 

キルやネットワータを 持った自前の 専門的人材を 選抜・ 

育成することが 必要となる。 逆に、 技術的知識・ 経験の 

必要性に過剰に 反応して、 企業技術者のみに 人材が偏る 

ことは得策ではない。 今後は産学連携のさらなる 多様 

化・高度化が 予想されるため、 様々なキャリアを 持った 

人材が集まることが 望ましい。 すな ね ち、 行政と企業出 

身者の両方、 あ るいは大学研究者までも 含めた べ スト・ 

ミックスの模索が 必要と言える。 

さらに、 経済社会のより 一層の高度化や 科学技術の急 

速な進歩等に 対応するとともに、 地方政府として 責任持 

って地域イノベーションをリードしていくため、 今後は 

「選択と集中」を 原則としつつ、 計画的な人事ローテー 

、 ンコ ン や 研修などの人材育成プロバラムを 開発すること 

が急務であ る。 その際の育成モデルとしては、 これまで 

のジェネラリスト 養成志向から 脱却し、 行政マンとして 

の 幅広い視野と 経験を備えながらもイノベーション 分野 

の十分な知識・ 経験を持った「 T 型」または「複線コー 

ス型」を目指すべきであ ると考えるが、 「スペシャリスト 

型」も一定数必要であ ろう。 

( 。 ) 襄 ' " 『 

最後に、 学研都市における 今後の最も大きな 課題とし 

ては、 立ち上げ時の 人材の高いモラールを、 人事異動後 

の人材において、 いかに維持していくかという 点であ る。 

また、 本 ケース・スタディの 課題として、 北九州市が 

単独で進めるプロジェクトをとりあ げた本研究の 普遍性 

について、 他の事例との 比較研究等によって 今後検証を 

進め、 議論を深めていくことが 必要であ る。 
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